
インターネット上の様式に必要事項を入力し、電子署名及び電子証明書を添
付してクリックするだけで手続ができます。
大量の書類への記入も、電子申請ならデータでスピーディに処理できます。

マイナンバーカードや住民基本台帳カード（以下「マイナンバーカード等」
といいます）を使うと、電子証明書の取得の手間や費用がかかりません。
（ＩＣカードリーダライタが別途必要です。）

労働基準監督署の窓口に行く必要はありません。いつでも利用できるので、
窓口での待ち時間がなく、オフィスにいながら届出等ができます。

「 協定届」、「就業規則の届出」など、労働基準法の届出等は、
すべて電子申請が利用可能です！

電子政府の総合窓口 「 （イーガブ）」 にアクセス
いつでもどこでも手続可能なんだ！

簡単・スピーディに申請できるよ！

導入もかんたん！

労働基準法に定められたすべての届出等
●時間外・休日労働に関する協定届（ 協定届）
●就業規則の届出
●１年単位の変形労働時間制に関する協定届 など

最低賃金法に定められた届出等の一部 ●最低賃金の減額特例許可の申請 など

オフィスから、インターネットを経由して、スピーディに届出!!

詳細は厚生労働省のホームページをご覧ください。
「ホーム」＞「政策について」＞「分野別の政策一覧」＞「雇用・労働」＞「労働基準」＞
「事業主の方へ」＞「労働基準法等の規定に基づく届出等の電子申請について」

平成30年  署・業種別死亡災害発生状況 ( 現在 )

広島労働局
増減率

％

広島中央 7 (1) 1 1 1 10 (4) 3 (1) -70%

呉 4 2 -2 1 1

福  山 9 (5) 5 (4) 1 (1) 1 (1) -4 2 (2) 1 -50%

三  原 4 1 -1 3 (1) 1 (1) -67%

尾  道 2 4 (1) -100%

三  次 2 (1) 1 1 1 農林業 1 -100%

広島北 2 1 -1 商　業 1 -100%

廿日市 1 1 -1 清　掃 -

合 計 31 (7) 10 (4) 3 (1) 1 1 1 (1) -7 そ の他 2 (1) -100%

（注１） （ ）は交通事故で内数。 （注２）業務上外、労働者性等調査中のものを含む。 最終発生日
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